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１．視察レポート

（1）工賃水準ステップアップ対象事業の作業の状況

　●キーワード：「レストラン事業」の新規発足

・ レストラン事業を新事業として取り組むことで、既存の弁当事業の拡大も図り、利用者20名の平均工賃約22,981円を目標の50,000円にアップするには現状の利益の約３倍の42,631,200円が必要となる。地域の方にご協力をいただきながら事業を立ち上げることで、工賃アップとともに、地域と一体感のあるレストランを目指す。

（2）利用者の工賃アップに対する意識

　●キーワード：・利用者自らも「工賃アップ」のための営業活動に励む

・ もともと高賃金を目指すグループの利用者と本事業のために新規雇用した利用者が対象であるため、「工賃アップ」を目指すことについて前向きで、自ら知人へレストランやお弁当の宣伝をするなど、能動的な利用者も出てきたことは大きな成果である。本事業以外の利用者も、仕事に対する意識が高く職業能力が高い方が多いように感じた。短時間の視察ではあるが、業務遂行上の支援は必要なく自立して就労しているように見受けられた利用者の方（身体障害）数名に、一般企業等への就労移行について尋ねてみたが、移動や体力に不安があるという理由から、現状の福祉就労を継続したいとのことだった。逆にいうと、移動を支援してもらったり、短時間の労働契約であれば、企業等への就労も視野に入れるのではないか。
（3）職員の工賃アップ（事業への取り組み）に対する意識

　●キーワード：・意識は高い

・ 「レストラン」という一般市場と競合する事業のため、プレッシャーや焦りを感じている職員もいるようだが、職員の「工賃アップ」への意識は高く、コンサルタントからは「コンサルタント業務に専念できた」という評価であった。

・ 売上についての意識はあるものの、コストや作業効率などへの意識はそれほど高くない職員もいる。売上だけでなく、利益を出さなければ工賃を上げることはできない。売上アップと同様、効率化を含むコスト意識も高める必要がある。また、利用者全体の１日の就労能力に対して、仕事量が少ない時間帯がある。ランチ以外のレストランのご来店者やお弁当ご注文の拡大については、今後の課題として認識している。

（4）施設長の工賃アップ（事業への取り組み）に対する意識

　●キーワード：・高工賃を目指す取り組みの下地はできていた

・ 平成16年４月から機能分化し「高工賃を目指すグループ」とそうでないグループの事業を明確にしていることから、工賃を支払うことへの意識の高さはわかる。ベルトコンベアを導入するなど作業環境を整備することで効率アップを図ろうとしていることからも、その意識の高さは伝わってくる。今後、利用者の職業能力をフルに生かせるよう、仕事量を確保していただきたい。県内にある同事業で高工賃を実現している福祉施設をご紹介したので、ぜひ交流していただきたい。

（5）地域ネットワーク会議の開催状況
　●キーワード：・幅広いメンバー構成

　　　　　　　　・ネットワーク委員会と専門委員会の連携による取り組み

・ 委員は、経営コンサルタント、地元企業、商工会議所、行政職員、福祉関係者など幅広い分野の方に加わっていただいた。「地域住民＝お客様」を意識し、ご意見やご要望を積極的に取り入れた。委員の方の性別や年齢層も幅広いが、レストランやお弁当はどなたにとっても身近な事業のため、それぞれの立場でのご意見やアイディアも興味深かった。今後の課題である、ランチ以外の時間のご来店者を増やすための対策では、宣伝などに直接ご協力いただける発言もあり、地域の方も一緒になって、盛り上げようとしてくださっていることを感じた。さまざまなアイディアをどのようにして実現するか、そして利益をあげることは、利用者と職員の意識と努力にかかっている。

２．視察委員の評価

（1）対象事業（対象作業科目）選定プロセスの評価

　●キーワード：・既存事業の拡大と新規事業立ち上げを両立できる事業を選択

・地域との関わりを拡大

・ 既存の事業である弁当事業の生産量拡大を図りつつ、レストラン経営をして全体の収益をあげるという理由により事業を選択したのは良いが、食品ならではの経営上のリスクもある。利益を確保するには、全てのご注文に対応ができ、且つ無駄のないように仕入れ、調理する必要がある。作り置きできず、当日にならなければ仕事量もつかめない点もあり、安定した仕事量、売上、利益の確保のためには、まだまだ課題が多い。

・ たとえば、余った材料を使った日持ちのする食品をさらに開発・製造し、インターネットなどを活用し受注生産をするなど、現状のリスクおよび仕事量の波に対応するしくみも検討する必要があるのではないか。
（2）具体的数値目標の達成度の評価（今後の達成の見通し）

　●キーワード：・数値目標は未達

・売上だけでなく、利益の出せる事業展開を

・ 新規事業をスタートすることはできたが、売上、利益、平均工賃ともに目標を達成することができなかった。大枠の理由はわかっているが、ひとつ一つ丁寧に現状の課題を分析し、改善する必要がある。利益は、目標額873,755円に対し、-971,311円のため、目標値に対する達成率は-200％を超える結果であり、このギャップからは、今後の目標についても不安が残る。民間企業でも新しい事業を開始する時には、先行投資や、軌道にのるまでの助走期間もあり、初年度は黒字経営が困難なケースも少なくないが、目標に対しこれほどまでショートすると、お客様、社員、株主などすべてから信用を失うことになる。法人内外問わず、目標の利益額を大きく下回った理由を明確に報告する必要がある。

・ 職員、利用者ともに「工賃をアップする」意識はあるが、そのためにどうすれば良いのか、ひとり一人が具体的な数値目標を持つ必要もあるのではないか。

・ 営業力だけでなく、作業環境、作業効率、仕事量に対する適性人数など、課題は少なくない。売上額だけでなく、月次の決算（収支と利益）について報告をすることで、さらに意識が高まるのではないか。

（3）改善計画・計画実行スケジュールの評価

　●キーワード：・まずは「レストランオープン」

　・ 「工賃アップ」の他に、「レストランをオープンさせる」ことが法人としては大きな目標であったため、今年度は後者の目標達成のために実行することが多かったのではないか。

・ 新年度は、工賃アップのための受注、売上、利益の拡大および受注拡大に対応できるための利用者の能力向上のための取り組みにも期待したい。
（4）地域ネットワーク会議の効果についての評価

　●キーワード：・地域や専門家の協力は有効であり、今後も必要

・ 地域の幅広い層にご協力いただいた結果、予定どおりレストランはオープンした。オープン後も、リピーターの確保や新規顧客確保のために積極的にご助言をいただいた。

　・ 工賃アップのためにはまだ課題も多く、今後も、必要に応じてコンサルタント、専門家、地域の方々に協力を得られるしくみが必要である。

（5）コンサルタント等の指導に対する評価

　●キーワード：・コンサルタントの指導は有効

　　　　　　　　・コンサルタントの視点を、職員ひとり一人が受け継ぐ必要もある

・ コンサルタントご本人はもちろんのこと、コンサルタントの人脈による専門家のご協力も有効であった。

・ 方向性が一つになってからは、コンサルタントとの役割分担も上手くいったようである。

・ 市場価格のコンサルタント料（今回は特別料金）を法人で負担するのは難しいということもあるが、そもそもコンサルタントは必要に応じてスポットで活用するツールである。

・ コンサルタントの役割は本来法人が担う役割であり、その観点や手法を学び、法人が自力で取り組めるようにする必要がある。もし、引き続き次年度もコンサルタントを活用できる機会があれば、ぜひそのノウハウを吸収する１年にしていただきたい。
（6）総合評価

　●キーワード：・一定の成果をもとに、さらに計画の実施を

　　　　　　　　・利用者のニーズを大切に機能強化を推進

・ 住宅街というロケーションであること、また地域の方からは「来店頻度をあげるためにさらなるコストダウンを」という声もあり、来店者を中心とした大幅な事業拡大は厳しいかもしれない。

・ 企業や工場ではなく、一般市民がお客様の中心であるならば、平日だけでなく土日、祝日など一般的にサービス業が営業している曜日にお店を開けることを検討してはどうか。

・ 工賃アップへの意識が高く、外部の意見を素直に聴きいれることができる利用者および職員が多いので、さらなる発展に期待できると思う。


３．今後の課題と展望

  ●キーワード：・法人全体の事業拡大と経営力アップ

  ・利用者の能力が最大限に発揮できる職場づくり

・ さまざまな取り組みをしても、外的要因により「仕事量を増やすことが困難である」ということがあるかもしれない。その場合には、早めに、利用者および職員の人員配置のバランスも法人全体で検討していただきたい。

・ レストラン事業に限らず、他の事業もあらためて見直しをすることを検討してはどうか。多種多様の事業があることは法人としての強みであり、上記のような課題へも対応できる。一番のお客様である“利用者“の潜在的なニーズに応えるためにも、本プロジェクトのノウハウや人脈を活かし、法人全体としてのさらなる発展に取り組んでいただきたい。

・ また、利用者の中には、法人の支援の成果により一般企業等への移行も充分に可能な利用者も複数いると思われるので、一般企業等へ就職することも視野に入れていただきたい。その場合、経験も情報も少ない方が多いようなので、選択肢の幅が拡がるように、ハローワークなど労働機関と連携を図りながら「一般就労のメリット」「一般企業等で働く場合の支援」について情報を提供することも必要であろう。そして、次に大牟田恵愛園の支援を必要として地域で待機している方を受け入れて、育てていただきたい。





























































⑥大牟田恵愛園（身体入所授産施設）





⑥大牟田恵愛園（身体入所授産施設）





⑥大牟田恵愛園（身体入所授産施設）





⑥大牟田恵愛園（身体入所授産施設）








